
情報処理学会論文誌 Vol.59 No.3 1061–1076 (Mar. 2018)

DVFS使用下における余剰時間を利用した最上位キャッシュ
切替えによるキャッシュ消費エネルギーの削減

齋藤 郁1,a) 小林 良太郎2,b) 嶋田 創3,c)

受付日 2017年6月26日,採録日 2017年12月8日

概要：IoTデバイスやスマートデバイスに搭載される System-on-a-Chip（SoC）アーキテクチャの中で，
CPUに着目すると，内包されているキャッシュメモリの消費電力割合が大きい．回路の省電力化には，最
低限の電圧を供給するような電源管理がよく用いられるが，キャッシュはプロセスルールの微細化の影響
で供給電圧を大幅に下げることが困難であり，電源管理による省電力化の効果が小さい．そこで本論文で
は，キャッシュ省電力化の実現のため，CPUの省電力化手法である動的電圧周波数制御（DVFS）におけ
る，プロセッサコアの周波数制御に着目した．DVFSは，CPUの要求性能が低い場合に，主にプロセッサ
コアの周波数と電圧を低下させて電力を削減する．プロセッサコアの周波数が低下している場合，CPU全
体の動作に影響を与えずに，低速・低電力なキャッシュにアクセスできると考えた．提案機構では，DVFS
によって変化するコアの周波数に合わせて，速度と電力が異なる 2つの L0キャッシュから最適な設定を
自動的に選択して使用する．これにより，CPU全体の要求性能に対して最低限の消費エネルギーを持つ
L0キャッシュを利用できる．評価の結果，提案機構は SPECint2006で最大 23.5%，SPECfp2006で最大
27.2%の消費エネルギーを削減可能という結果を得た．
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Abstract: IoT devices and smart devices equip a System-on-a-Chip (SoC) architecture. An SoC architecture
contains CPUs and its cache memory occupies a large part of CPU energy consumption. To reduce the power
consumption of electronic circuits, power management is used. However, it is a challenge to apply power
management to the cache because the SRAM cell, which is the principal component of the cache, presents
some difficulty in reducing its power voltage requirements. Dynamic Voltage and Frequency Scaling (DVFS)
is commonly used to reduce CPU energy consumption. In this paper, we propose a cache energy reduction
mechanism focusing on the frequency control of the processor core in DVFS. When the required perfor-
mance is low, DVFS decreases the processor core supply voltage and clock frequency to reduce its energy
consumption. Our proposed mechanism implements switchable L0 caches, low performance (low speed and
low access energy) L0, high performance (high speed and high access energy) L0, switching them or access-
ing in sequential order depending on DVFS activity. The proposal consumes the minimum L0 cache access
energy necessary to maintain CPU performance. The evaluation result shows that the proposed mechanism
reduces the cache access energy by 23.5% and 27.2% for SPECint2006 and SPECfp2006, respectively.
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1. はじめに

近年，様々なモノをインターネットに接続し，相互に

データをやりとりすることによってシステムを構築する

Internet of Things（IoT）が重要視され始めている．IoT

システムは，洗濯機やテレビなどの家電からカーナビなど

の車載装置，スマートフォンやスマートウォッチなどのス

マートデバイスまで様々なデバイスによって構成される．

IoTデバイスのうち，家電製品であれば，家庭用電源か

らの安定した電源供給が可能である．また，車載装置も車

載バッテリを電源とするため，動作時間の確保は比較的容

易となっている．

一方，バッテリによって動作するデバイスについては，動

作時間の確保が問題となる．昨今，爆発的に普及している

スマートデバイスは，大画面化の傾向により大容量バッテ

リが搭載可能となっているが，提供されるサービスの高度

化と性能向上のため，機器の電力量はいまだ問題になりや

すい．スマートデバイスの中でも，スマートウォッチのよ

うな小型なデバイスについては，大容量バッテリを搭載で

きない．実際に，Apple Watch Series 2に搭載されている

バッテリは 273 mAhで連続待ち受け時間は 18時間となっ

ている [1]．2020年までに IoTデバイスの数は 310億台に

達するともいわれており，省電力化への需要は高い [2]．

IoTデバイスの省電力化対象の 1つとして，各デバイス

に搭載される System-on-a-Chip（SoC）アーキテクチャが

あげられる．SoC アーキテクチャは，処理の中心となる

CPUはもちろん，メモリ，ビデオチップ，I/Oなどの機能

を 1つのチップ上に統合したものとなっている．SoCアー

キテクチャ上の各機能それぞれに省電力化の余地が存在す

るが，本研究では CPUに着目する．

CPUの省電力化手法の 1つとして，動的電圧周波数制御

（DVFS）が存在する．これは，主にプロセッサコアの省電

力化に用いられている手法である．DVFSが有効になって

いる CPUでは，要求性能および負荷状況に応じて，主に

プロセッサコアの動作周波数と供給電圧が動的に制御され

る．たとえば，CPU全体の動作に余裕がある場合に，プ

ロセッサコアの周波数と電圧を低下させて処理を実行する

ことで，CPUの省電力化を実現することができる．

一方，CPU全体の消費電力を確認するとキャッシュメモ

リが大きな割合を占めている．例として，CPU全体の電力

に対してキャッシュメモリが消費する割合は，StrongARM

SA-110では 43% [3]，ARM920Tでは 44% [4]となってい

る．このことから，キャッシュメモリの省電力化が CPU

の省電力化に有効であり，バッテリによって動作するデバ

イスの動作時間延長を実現する手段の 1つであるといえる．

本研究では，DVFSを利用することで，アーキテクチャ

技術による新たなキャッシュ動的エネルギーの削減手法を

提案し，キャッシュメモリの省電力化を実現する．DVFS

が有効になっている CPUは，処理の負荷状況に応じてコ

アの動作周波数が変動し，それに合わせてサイクルタイム

が変動する．本研究ではこの点に着目し，サイクルタイム

に応じて最適な性能の L0キャッシュを使用するように設

定を切り替えることによって，キャッシュ動的エネルギー

を削減し，キャッシュを省電力化する．

キャッシュの消費エネルギーを論じる際，アクセスにと

もなう消費エネルギーである動的エネルギーについてだけ

でなく，待機時に発生する静的エネルギーについても言及

されることが多い．静的エネルギーに関しては，アーキテ

クチャ技術による削減と，デバイス技術による削減の両方

について研究事例が存在する．特にデバイス技術において

は，FinFETや垂直 STT-MRAMなどにより大幅な静的エ

ネルギーの削減が実現しつつある．

FinFETに関しては，Intelが 2011年に，従来のプロセ

スルール 32 nmのCMOSから静的電力を 1/10まで削減し

た 22 nm FinFETを発表している [5]．加えて，2017年に

は同じく Intelが，22 nmの FinFETの静的電力をさらに

1/100まで削減した 22 nm FinFET Low Power（22FFL）

を発表している [6]．このように，デバイス技術の発展に

よる静的電力の削減が進んでいることから，今後，キャッ

シュ全体の消費エネルギー（動的＋静的）に対する静的エ

ネルギーの割合が小さくなっていくと考えられる．

以上のような背景から，本研究では，静的エネルギーの

削減をデバイス技術の発展に任せ，アーキテクチャ技術の

改良による動的電力の削減によって，キャッシュの消費エ

ネルギー削減を試みる．

以下，2章ではキャッシュメモリの電力削減に関連する

研究について，3章では提案機構に用いるアイディアの要

説と DVFSについて，4章では提案機構の詳細について，

5章ではその評価について，6章では提案機構が有効に働

く構成の検討について，7章では全体のまとめをそれぞれ

述べる．

2. 関連研究

キャッシュメモリの省電力化に関する既存の研究は多く

存在し，キャッシュメモリを構成する半導体素子の改良に

よるものと，制御方式の改良によるものとに大別できる．

キャッシュメモリを構成する半導体素子の改良に関する

研究として，FinFET [9]や垂直 STT-MRAM [10]があげら

れる．

FinFETは，3次元構造を持つトランジスタであり，広

範なゲート面積によって高速性と省電力性の両立を実現し

ている．従来の CMOSと同等の性能を持ちながら，動的

エネルギー，静的エネルギーともに削減しており，特に静

的エネルギーは，従来より大幅に削減されている [5], [6]．

キャッシュメモリに限らず，CPUなどの記憶素子以外の

回路を構成する際に用いることで，それらの省電力化も可
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能となる．

垂直 STT-MRAMは，動作速度が速く，無限大に近い書

き込み耐性を持つ不揮発性メモリである．不揮発性メモリ

の特性を活かし，タスクの実行中にパワーゲーティングを

行うことで，保持したデータの破損を防ぎつつ省電力化を

可能としている．ただし，L1キャッシュとして使用する

場合には，性能面で既存のMOSFETに劣るという欠点が

ある．L2キャッシュ以降に適用する場合であれば十分な

性能を維持しており，実際に適用した場合には，消費エネ

ルギーをMOSFETの 80%程度に抑えることができる．

本研究で提案する機構は，L0キャッシュのような最上位

キャッシュに対しての適用を想定している．また，提案機

構には，周波数の低下による動作時間の延長によって，静

的エネルギーが増加するという特性がある．したがって，

本提案機構と改良素子を組み合わせる場合，L0キャッシュ

に適用可能で，静的エネルギーを大幅に削減可能なもので

あれば，さらなる消費エネルギー削減が期待できる．その

ような条件を満たす素子として FinFETがあげられる．

一方，STT-MRAMは，静的エネルギーの割合を削減で

きるが，L2キャッシュなどの下位のキャッシュに対して

適用されるため，提案機構のさらなる消費エネルギー削減

は期待できない．

なお，改良素子との組合せによる効果の検証は今後の課

題とする．本論文では，従来の CMOSの使用を前提とし

て評価を行う．

キャッシュメモリの制御方式の改良に関する研究は数多

く存在する [11], [12], [13], [14]．それらの中でも，本研究

に関連が深いものとして，動的にキャッシュ容量を変更す

る制御方式が提案されている [13], [14]．

その 1つである DRIキャッシュ [13]は，一定サイクル

数ごとのキャッシュミス回数を確認し，ミス回数に応じて，

動的にキャッシュ容量を変更する．ミス回数が一定以下で

あれば，キャッシュ容量の半分に相当する領域をシャット

ダウンすることで容量を削減する．その一方で，ミス回数

が一定以上の場合，シャットダウンしていた領域を通常

モードに復帰させ，キャッシュ容量を増加させることで，

性能の低下を防ぐ．

DRIキャッシュでは，キャッシュの一部領域をシャット

ダウンする際，その領域に格納されていたデータは破棄さ

れる．そのため，データキャッシュに適用する場合には，

データの一貫性を保つために，データを下位の記憶装置に

書き戻す処理が必要となり，シャットダウンのたびにオー

バヘッドが発生することになる．

一方，可変レベルキャッシュ [14]は，一定サイクル数ご

とのキャッシュミス回数を確認し，ミス回数が一定以下で

あれば，キャッシュ容量の半分をスリープモードに移行さ

せる．

スリープモードとは，キャッシュメモリが保持するデー

タを破損しない程度に電源電圧を低下させることで，リー

クエネルギーを削減する状態である．また，スリープモー

ドへの移行はインデックスにマスクをかけることによる，

一度にアクセス可能なキャッシュ領域の制限によって実現

しているため，動的エネルギーの削減にもつながる．

スリープモードに移行したキャッシュ領域へのアクセス

では，通常のキャッシュアクセスレイテンシに加えて，ス

リープ状態から通常モードへの復帰のためのレイテンシが

発生する．これを可能な限り抑制するため，スリープモー

ドに移行した領域を，移行前の 1 つ下の階層のエクスク

ルーシブキャッシュとして扱う．例として，256 kBの L2

キャッシュの半分をスリープモードに移行させる場合，次

の 2 つとして扱う：128 kB の L2 キャッシュ，128 kB の

L3キャッシュ（エクスクルーシブキャッシュ）．

このように可変レベルキャッシュは，要求性能に合わせ

てキャッシュの一部分をスリープモードに移行させること

によって，省電力化を実現する．

可変レベルキャッシュはDRIキャッシュと異なり，通常

モードからスリープモードへ移行させる際に，下位の記憶

装置へデータを書き戻す必要がない一方で，スリープモー

ドから通常モードに移行させる際に，すべてのデータを

下位の記憶装置に書き戻す必要がある．これは，スリープ

モードから復帰した直後は，キャッシュ内のデータ配置が

通常モードでの本来の配置と異なっているためである．こ

の状態で動作し続けると，参照時にデータが存在していて

も，本来のインデックスと異なる位置に存在していること

になるため，正しく参照することができなくなる．参照で

きなくなったデータが最新だった場合，下位の記憶装置か

ら古いデータを読み込むことになり，データの一貫性が保

てなくなる．そのため，通常モードへの移行の際には，す

べてのデータを下位の記憶装置に書き戻し，参照された際

に最新のデータが読み込まれるとともに，正しいインデッ

クスに再格納されるようにする．

以上のような既存の研究は，一般的な 2階層キャッシュ

に搭載された，L1や L2に手を加える内容となっている．

一方，提案機構では，L1と L2で構成された 2階層キャッ

シュに対して，省電力化のためのアイディアを盛り込んだ

L0を加えている．

3. 基本方針

3.1 提案するアイディアの要説

本研究における提案機構では，CPUの省電力化手法の

1つである DVFSと，キャッシュの省電力化に用いられて

いる L0キャッシュの技術を利用する．

DVFS適用下では，主に CPU内部のプロセッサコアの

動作周波数と供給電圧が，CPUの要求性能および負荷状

況に合わせて動的に制御される．たとえば，CPUの動作

に余裕があり，処理される各タスク間に処理を行わずに待
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機する余剰時間が存在する場合，プロセッサコアの周波数

と電圧を低下させて処理を実行することで，動作にともな

う電力を削減できる．この際，キャッシュメモリに供給さ

れる電圧もある程度スケーリング可能であるが，設計上の

問題により，供給電圧を大幅に低下させることができず，

それによる省電力化の効果は小さい．この設計上の問題と

供給電圧の関係については，3.2節において改めて触れる．

プロセッサコアに話を戻す．コアの周波数が低下する

と，サイクルタイムが増加する．サイクルタイムが増加す

ると，レイテンシを増加させることなく低速なキャッシュ

にアクセス可能となる．一般的にキャッシュは，低速な設

計であれば，アクセスにともなう消費エネルギーを小さく

することができる．これらのことから我々は，コアの動作

周波数が低下すると，CPU全体の処理に悪影響を与える

ことなく消費エネルギーが小さなキャッシュにアクセスで

きると考えた．

一般的なキャッシュメモリは，L1と L2 の 2 階層で構

成される．これに対し，L1キャッシュの上位に L0キャッ

シュを用いる手法が多く研究されている [3], [15], [16]．こ

れらの研究事例では，一般的な階層キャッシュにおいて最

上位キャッシュとして扱われる L1キャッシュの上位に，

L0キャッシュを導入している．

L0キャッシュは，L1キャッシュより小容量であるため，

1回のアクセスに要する消費エネルギーが小さい．そして，

ある一連の命令処理中に，同じデータが高頻度にアクセス

されるようなデータの局所性が存在する場合に有効に働く．

高頻度にアクセスされるデータ群が，L0キャッシュに書

き込みきれる容量であるならば，L0キャッシュが実用上差

し支えないヒット率を持つことになる．L0キャッシュが十

分なヒット率を持つ場合，L1キャッシュや L2キャッシュ

へのアクセス回数が減少する．このような条件を満たす環

境であれば，L1や L2へのアクセスで発生するエネルギー

を抑制することができ，最低限の消費エネルギーでキャッ

シュアクセスを完了できる．

一方，データの局所性がほとんどなく，異なるデータが

次々にアクセスされるような命令処理が続く場合，L0のみ

でキャッシュアクセスが完了せず，L1以下のキャッシュ

へアクセスが頻発する．このような，L0のヒット率が低

い環境では，L0へのアクセス分のエネルギーが無駄に消

費されてしまうことになり，L1と L2の 2階層キャッシュ

と比較して消費エネルギーが増加してしまう．

したがって，L0を導入する場合には，想定される CPU

の処理内容に対して，L0が十分な容量を持っているか確

認することが求められる．

以上の DVFSと L0キャッシュを用いて，提案機構を構

成する．提案機構では，容量が同一であるが，性能の異

なる 2種類の L0キャッシュを用意する．そして，最上位

キャッシュとして使用する L0キャッシュを DVFSによる

コアの動作周波数の変化に連動して切り替える．

先にあげた研究事例 [3], [15], [16] をはじめとして，従

来の L0キャッシュに関する研究では，CPUへ単一の L0

キャッシュを搭載している．一方，本研究では，CPUに

容量が同一だが性能が異なる 2種類の L0キャッシュを同

時に搭載し，コアの周波数に応じてそれらを切り替える手

法を新たに提案している．

本論文では，アクセス速度を L0キャッシュ性能の基準

として論じる．アクセス速度以外の性能指標については，

アクセス速度が高速で面積を一定にするならば消費エネ

ルギーが大きくなるといった，一般的な性能のトレード

オフに従う．つまり，性能が高いと表現した場合，アクセ

スが高速だが消費エネルギーが大きい L0キャッシュを指

し，性能が低いと表現した場合，アクセスが低速だが消費

エネルギーが小さい L0キャッシュを指す．なお，単体の

L0キャッシュのヒット率に関しては，議論の必要に応じ

てヒット率という表現で言及するため，L0キャッシュの

性能という表現の範疇に含まないものとする．

以上をふまえて提案機構では，コアの動作周波数が高い

範囲では，性能の高い L0キャッシュ（高速だがアクセス

にともなう消費エネルギーが大きい L0キャッシュ）を使

用し，コアの周波数が十分に低下した範囲では，性能の低

い L0キャッシュ（低速だがアクセスにともなう消費エネ

ルギーが小さい L0キャッシュ）を使用する．これにより，

コアの周波数が低下した場合に，既存の L0キャッシュ単

体使用時と比較してさらなる省電力化を実現する．

DVFSは本研究の実現に不可欠な技術であるため，次節

でその詳細を説明する．

3.2 動的電圧周波数制御（DVFS）

先述のとおり DVFSとは，CPUの省電力化のために，

一般的に用いられている手法の 1つである [7]．この手法

は，CPUが順次処理するタスク間に，処理を行わず待機す

ることになる余剰時間が存在する場合に適用可能である．

DVFSでは，その余剰時間を利用して処理を行うように，

CPUの供給電圧・動作周波数を低下させることで，CPU

の動作にともなう消費電力を削減する．つまり，各タスク

間に存在する利用可能な余剰時間が長いほど，DVFSによ

る省電力化の効果が大きいということになる．

DVFSによる制御の際，CPU内の各モジュールの電圧

を制御可能であるが，主にプロセッサコアの電圧が制御さ

れる．したがって，DVFSは主にプロセッサコアの省電力

化によって CPUの省電力化を実現している．

図 1 に DVFSによるプロセッサコア省電力化の概要図

を示す．淡色の矩形が最大周波数でタスクを処理した場合

の処理時間と供給電圧の関係を示している．淡色の矩形ど

うしの間を確認すると，あるタスクの終了後，次のタスク

が実行されるまでの間に処理を行わず待機している時間が
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図 1 DVFS によるプロセッサコアの消費電力削減

Fig. 1 Summary of how DVFS reduces processor core energy.

存在することが分かる．たとえば，Task1の淡色の矩形と，

Task2の淡色の矩形間を確認すると，利用可能な余剰時間

（Idle）が存在している．DVFSによる制御を有効にしてい

る場合，この Idleを利用する．すなわち，次のタスクの実

行開始をデッドラインとし，その開始に影響を及ぼさない

範囲で処理に要する電圧と周波数を低下させることで，濃

色の矩形のように処理を実行する．例として，Task1の淡

色の矩形（Task（DVFS OFF））から，濃色の矩形（Task

（DVFS ON））のように，デッドライン（Task2の開始）に

間に合う範囲で，利用可能な余剰時間（Idle）を有効活用

し，低消費エネルギーで処理を実行する．

このとき，プロセッサコアの消費エネルギーと供給電圧

の関係は次式で表すことができる [8]．

E =
∫ T

0

(αCV 2
ddf + VddIQ)dt (1)

ここで，αはスイッチング確率，C は回路の静電容量，Vdd

は回路の供給電圧，f は動作周波数，IQ はリーク電流で

ある．

C，Vdd，f，IQ が時間依存しない定数であるとすると，

式 (1)は次のように書き換えることができる．

E = αCV 2
ddfT + VddIQT (2)

ここで，時間 T は，周波数 f，実行サイクル数 Nc を用い

て以下のように定義する．

T =
Nc

f
(3)

式 (3)を用いて，式 (2)を変形すると以下のようになる．

P = αCV 2
ddf

Nc

f
+ VddIQ

Nc

f

= αCV 2
ddNc + VddIQ

Nc

f
(4)

式 (4)より，消費電力は電圧の二乗に比例することが分

かる．したがって，供給電圧を低下させ，濃色の矩形のよ

うにタスクを実行することで，図 1 中の実線から破線のよ

うにプロセッサコアの動作にともなう消費電力を削減する

ことが可能となる．

2000年代初頭から，Intel系CPUでは SpeedStep [17]と

して，AMD系 CPUでは PowerNow!や Cool’n’Quiet [18]

といった名称でDVFSに基づいた機能を導入し始め，その

後広く使われるようになった．このようにDVFSは，CPU

の省電力化手法として一般に用いられている．

先述のとおり，DVFSは CPU内の各モジュールに適用

できるが，供給電圧の低下という観点において，キャッ

シュメモリに対しては効果が小さい．

キャッシュメモリは，主に CMOS回路による SRAMセ

ルで構成されている．CMOSのような半導体は，数十年

にわたってプロセスルールの微細化が進められてきた．こ

の動きによって，半導体は高速な動作を実現できるように

なったが，製造時のバラつきが発生しやすくなった．これ

により，ゲート閾値電圧のバラつきやソフトエラーの発生

率上昇という問題が顕在化し，キャッシュに対する供給電

圧は余裕を持った値に設定する必要が出てきた．いい換え

るならば，大幅な供給電圧の低下はキャッシュの動作異常

を引き起こしやすくなっている．

このような背景から本論文では，キャッシュメモリの周

波数は大きく変化させることができるが，電圧は大きく変

化させることができないと仮定する．

一方，DVFSによる制御が有効になっている場合，プロ

セッサコアの供給電圧とともに動作周波数が低下している

ことは先に述べた．プロセッサコアの動作周波数が低下し

ている場合，キャッシュメモリへのアクセス時間にも余裕

が生じる．キャッシュメモリは設計上，容量が同一である

なら，低速であるほど消費電力が小さくなり，高速である

ほど消費電力が大きくなる．したがって，プロセッサコア

の周波数が高い場合，高速・高消費電力な L0キャッシュ

に切り替え，コアの周波数が低い場合，低速・低消費電力

な L0キャッシュに切り替える．これにより，CPU全体の

処理に影響を及ぼさずに L0キャッシュへのアクセスで発

生するエネルギーを削減できると考えた．

以上をふまえ，提案機構の実装について 4.1 節で説明

する．

4. 提案機構

4.1 実装

図 2 に一般的な 2階層キャッシュと提案機構の構成を

示す．一般的な 2階層キャッシュは，図 2 (a)のように L1

と L2の 2つで構成される．前述のとおり，この 2階層に

加えて，L1とコアの間に L0を搭載し，省電力化を図る技

術が存在する．

提案機構では，L0キャッシュをさらに発展させ，図 2 (b)

のようにし，容量が同一だが性能が異なる 2 種類の L0

キャッシュを搭載する．本機構では，DVFSによる周波数

変動に合わせて，L0キャッシュへのアクセスが 1サイク

c© 2018 Information Processing Society of Japan 1065



情報処理学会論文誌 Vol.59 No.3 1061–1076 (Mar. 2018)

図 2 キャッシュの構成

Fig. 2 Cache configurations.

ルで完結するよう 2種類の L0を切り替えて使用する．こ

れらの L0キャッシュは，その性能の違いから，L0 High

Speed（L0HS），L0 Low Speed（L0LS）と呼称する．ま

た，設定によっては，2種類の L0を同時に使用する．この

とき，これらを 1つの L0と見立て，L0MIXと呼称する．

L0MIXでは，2種類の L0が互いに共通なデータを持たな

いエクスクルーシブキャッシュとして動作する．これによ

り，L0の実質的な容量が単体使用時の 2倍になり，ヒット

率の向上が見込める．

提案機構では，プロセッサコアの周波数を 3つの範囲に

分けて定義する．そして，3つの周波数範囲に，3種類の L0

キャッシュを次のように対応させる．2.0 GHz–1.4GHzの

範囲を High Frequencyとし，L0キャッシュとして L0HS

を使用する．1.3 GHz–0.9GHzの範囲をMiddle Frequency

とし，L0LSを使用する．0.8 GHz–0.2GHzの範囲を Low

Frequencyとし，L0MIXを使用する．以上の提案機構に

おける周波数範囲とキャッシュ設定の対応を表 1 にまと

める．

図 3に 3つの周波数範囲それぞれに，各 L0キャッシュを

表 1 提案キャッシュ制御情報

Table 1 Proposed cache control.

Frequency Range Frequency [GHz] L0-config

High Frequency 2.0–1.4 L0HS

Middle Frequency 1.3–0.9 L0LS

Low Frequency 0.8–0.2 L0MIX

図 3 コアの周波数変化にともなう L0 アクセスサイクル数の変化

Fig. 3 Processor Core Frequency and L0 access cycles.

対応させる際の考え方の例を示す．ここで，L0HSと L0LS

のアクセスに要する時間は，それぞれ 0.49 ns，0.70 nsであ

るとする．

図 3 (A) では，High Frequency の例として，コアが

2.0GHz で動作している場合を示している．ここでは，

1サイクルタイムは 0.50 nsとなっているため，L0HSは 1

サイクルでアクセスが完了するが，L0LSは完了までに 2

サイクルを要してしまう．この場合，L0キャッシュへの

アクセスを 1サイクルに抑えるため，L0HSを使用する．

次に，図 3 (B)では，Middle Frequencyの例として，コ

アが 1.0GHzで動作している場合を示している．このとき，

1サイクルタイムは，1.0 nsとなっている．L0HS，L0LS

ともに 1サイクルでアクセスできるが，省電力化のため，

消費エネルギーが小さい L0LSを使用する．

最後に，Low Frequencyの例である図 3 (C)では，コア

が 0.8GHzで動作している．ここで，1サイクルタイムは

1.25 nsである．これは，L0HSと L0LSのアクセス時間の

合計である 1.19 nsより長い．この場合，L0LSでミスした

後，L0HSにアクセスしても 1サイクルでアクセスを完了

できるため，上述のとおり 2つの L0を L0MIXとして同

時に使用する．

キャッシュ設定の切替えパターンは，1© L0HS→ L0LS，

2© L0LS→ L0MIX，3© L0MIX→ L0LS，4© L0LS→ L0HS

の 4通り存在する．そのうち，キャッシュが保持するデー

タの一貫性を保ったまま切替えができるのは， 2©の場合の
みである*1． 2©以外の切替えパターンでは，単純に切替え
*1 3©の場合，L0LS のみ一貫性が保たれる．
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を行うとキャッシュの一貫性保持ができなくなる．そのた

め，一貫性を保つ処理として，2種の L0を切り替える際

に，L0内のすべてのデータを走査し，ダーティなデータが

存在するかどうかを確認したうえで，必要に応じて下位の

キャッシュへバックアップを行う．この処理のためにオー

バヘッドが発生することになるが，L0の容量はきわめて

小さいため，CPU全体の処理とエネルギーに対する影響

は少ない*2．

DVFSによる周波数制御は，一連の処理実行中に，CPU

の負荷状況に応じて動的に行われる．そのため，DVFSに

よる周波数制御には，あらかじめ負荷状況を把握し，処理

実行中の各区間において，どの程度の周波数で実行可能で

あるかスケジューリングすることが必要となる．

一般的なリアルタイム性を持つ組込みシステムにおける

スケジューリングでは，最悪実行時間解析に基づいて処理

のスケジューリングが行われる．最悪実行時間の解析方法

として，いくつかの考えられる入力パターンを与えながら

処理時間を計測し，最も長い処理時間に安全率を加えた

ものを最悪実行時間とする測定ベース解析手法がとられ

る [19]．

本提案機構の評価では，この測定ベース解析が理想的に

実行できる状態を想定し，DVFSによる制御を行う．すな

わち，あらかじめベンチマーク上で一連の命令処理に要す

る総サイクル数を測定しておき，最悪実行時間としてスケ

ジューリングに利用する．

具体的には，100万命令の実行ごとに，周波数切替えの

判断として，これまでの命令実行時間（A）と次の 100万

命令の実行完了に要する時間（B）をあらかじめ測定した

サイクル数から算出し，デッドラインと比較する．Bを算

出する際，現在の周波数，1段階上げた周波数，1段階下げ

た周波数の 3つのパターンで算出する．

なお，1段階周波数を上げた場合と，下げた場合のBを算

出するとき，周波数およびキャッシュ設定の切替えによっ

て発生するオーバヘッドを加味する．たとえば，現在の周

波数が 1.8 GHzであった場合，1.8 GHz，1.9 GHz，1.7 GHz

のそれぞれにおいて，実行サイクル数および切替えオーバ

ヘッドより Bを計算する．

Aと Bの合計とデッドラインを比較した際，デッドライ

ン制約を満たしつつ周波数が最低となる設定を選択する．

4.2 キャッシュアクセスの動作

図 4 に提案機構のキャッシュアクセス動作を示す．提案

機構は，4.1節に記述したとおり，3つの周波数範囲によっ

て L0キャッシュのアクセス先や順序が異なる．

High Frequencyでのデータ・命令参照時は，最初にL0HS

にアクセスする．L0HSに目的のデータ・命令が存在し，

*2 本論文では，一貫性を保つために必要な処理と，その際に発生す
るエネルギーを考慮した評価を行っている．

図 4 提案キャッシュアクセスのフローチャート

Fig. 4 Flowchart of proposed cache access.

Hitとなった場合，キャッシュアクセスを終了する．L0HS

に目的のデータ・命令が存在せず，Missとなった場合，L1

以降のキャッシュにアクセスする．その後，L1で Hitし

た場合，Hitしたデータ・命令を L0HSに書き込み，アク

セスを終了する．L1で Missとなった場合，L2にアクセ

スする．L2で Hitした場合，Hitしたデータ・命令を L1，

L0HSに書き込み，アクセスを終了する．L2でもMissと

なった場合，メインメモリにアクセスし，参照されたデー

タ・命令を L2，L1，L0HSに書き込んでアクセスを終了

する．

なお，L0への書き込みは各周波数範囲において動作中

の L0に対してのみ行う．そのため，High Frequencyの場

合では，L0HSのみへ書き込みを行っている．

Middle Frequency でのデータ・命令参照時は，最初に

L0LSにアクセスする．それ以降の動作は High Frequency

の場合における L0HSが L0LSに置き換わったものになる．

Low Frequencyでのデータ・命令参照時も，最初に L0LS

にアクセスする．L0LSでHitとなった場合，アクセス終了

となるが，Missした場合，L0HSにアクセスする*3．L0HS

で Hit した場合，アクセスは終了となる．Miss の場合，

High/Middle Frequencyの場合と同様に L1以降へアクセ

スする．

Low Frequencyでは，L1以降で Hitした後にそのデー

タ・命令を L0に書き込む場合，L0LSに書き込む．L0LS

への書き込みの際に，既存のデータ・命令が追い出される

*3 L0HS は L0LS と同じ容量だが，Low Frequency では，2 つの
L0 が同じデータを保持しないように動作するため，内容を確認
する意味がある．
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場合，それを L0HSに書き込む．これによって，2つの L0

は，同じデータを保持しないように動作する．

5. 評価

5.1 評価環境

本研究の評価では，プロセッサシミュレータである

SimCore/Alpha Functional Simulator Version 2.0（Sim-

Core）[20]と，キャッシュ分析モデルであるCACTI [21]を

使用した．

SimCoreは，プロセッサアーキテクチャの研究と教育を

目的として開発されており，C++によるコンパクトな実装

で，多くのプラットフォームに対応している [22]．シミュ

レーション精度を低下させずに高速化するという設計方

針を掲げており，論文 [23]によれば，SimpleScalarツール

セット [27]の sim-fastと比較して，シミュレーション速度

が 19%改善されている．実際に，評価に SimCoreを使用

している研究 [24], [25], [26]が複数存在する．

CACTIとは，HP研究所 [28]が公開しているキャッシュ

分析モデルであり，プロセスルールやキャッシュサイズと

いった入力情報から，キャッシュのアクセス時間，面積，

電力を出力する．HP研究所が公開しているテクニカルレ

ポート [29]によると，CACTIの出力値と，シノプシスの

回路シミュレーションツールHSPICE [30]との出力値の誤

差は，平均で 12%以内となっている．加えて，CACTIの

モデルの計算量はHSPICEよりはるかに少なく，計算速度

が高速である．実際に，評価に CACTIを使用している研

究 [31], [32], [33], [34]が複数存在する．

評価にあたり，プロセッサシミュレータである SimCore

に提案機構である階層キャッシュと周波数切替え機構を実

装した．提案機構を実装したシミュレータ上のCPUは，プ

ロセッサコアの最大周波数を 2.0 GHzとし，DVFSによっ

て周波数を 0.1 GHzずつ，供給電圧を 0.01Vずつスケーリ

ング可能であると想定している．各 L0キャッシュの周波

数と電圧値の対応は次のとおりである．

• L0HS：2.0 [GHz]/0.90 [V]～1.4 [GHz]/0.84 [V]

– 1.3 [GHz]以下は 0.83 [V]固定（L0MIX時も 0.83 [V]）

• L0LS：1.3 [GHz]/0.83 [V]～0.9 [GHz]/0.79 [V]

– 0.8 [GHz]以下は 0.78 [V]固定（L0MIX時も 0.78 [V]）

実装後の SimCoreを用いて，SPECint2006より 8種類の

ベンチマークを用いて，10億命令を実行した際のキャッシュ

アクセス状況を測定した．使用したベンチマークは，bzip2，

gobmk，h264ref，hmmer，mcf，omnetpp，perlbench，sjeng

の 8種類である．なお，処理開始後の 20億命令は，初期

化フェーズとして評価から除外し，その後の 10億命令を

対象にしている．加えて，CACTIを用いて各キャッシュ

の 1アクセスに要するエネルギーと時間を算出し，それぞ

れの結果より，シミュレーション時にキャッシュメモリが

消費するアクセスエネルギーを計算した．

評価では，提案機構の消費エネルギーと，既存のL0キャッ

シュを用いた従来機構の消費エネルギーを測定し，提案機

構の消費エネルギー削減率を計算する．比較用の従来機構

（以下，Base）は，L0，L1，L2の 3階層からなる．Baseの

L0容量は，性能とヒット率の面で公平性を保つため，提

案機構の L0MIXと同じ容量に設定するとともに，2.0GHz

で CPUが動作している際に，1サイクルでアクセスが完

了するようにパラメータを調整している．L0Baseの周波

数と電圧値の対応は次のとおりである．

• L0Base：2.0 [GHz]/0.90 [V]～1.4 [GHz]/0.84 [V]

– 1.3 [GHz]以下は 0.83 [V]固定

エネルギー削減率の計算では，L0と L1へのアクセスエ

ネルギーの総量を求めており，L2へのアクセスエネルギー

を含んでいない．これは，提案機構と Baseとの間のエネ

ルギー差は，それぞれの L0のヒット率と，L0でミスした

際に発生する L1へのアクセス回数の差で生じるためであ

る．また，提案機構，Baseともに L1と L2は容量などの

設計を同一とするため，L1でのヒット率には有意な差が

生じない．このため，L2へのアクセス回数にも差が生じ

ないので，L2へのアクセスエネルギーは提案機構，Base

ともに評価に含めない．

キャッシュメモリは，実行する処理に応じて，最適とな

る容量が異なる．キャッシュ容量が処理内容に対して十分

であるかどうかに応じて，容量や消費エネルギーの効率が

変わってくる．一般的には，製品として既存の CPU内の

キャッシュの容量を自由に変更することはできないため，

使用頻度の高い変数を隣接するメモリセルに配置するな

ど，キャッシュの動作に最適化したコーディングが求めら

れる．本研究の評価では，このような要素による提案機構

への影響を最小限に抑えるため，8つのベンチマークの実

行結果の平均から，最適な L0キャッシュ容量を決定した．

提案機構に用いる L0容量を決定するため，L0の容量を

変化させながらベンチマークを実行し，面積と消費エネル

ギーの関係を求めた．その結果を図 5 に示す．図を見る

と分かるとおり，L0データキャッシュ 4 kB，命令キャッ

シュ 2 kBでエネルギーが最低になっている．そして，こ

の容量より大きい範囲では消費エネルギーが増加している

ことから，すでにヒット率が飽和しており，その後の L0

の容量の増加に合わせて大きくなった L0アクセスエネル

ギー分損失が発生していると読み取れる．

図 5 の結果より，提案機構に用いる L0キャッシュの容

量を表 2 のように定めた．あわせて本評価では，スマー

トフォンやタブレット PCのような高性能なスマートデバ

イスに搭載される SoCを想定している．そのような用途

で使用されている SoCのキャッシュ容量を参考に，L1は

データ・命令ともに 64 kB，L2は 1024 kBとしている．

Baseの L0キャッシュ容量を表 3 に示す．Baseの L1，

L2の容量は提案機構と同様である．
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図 5 L0 キャッシュ面積と消費エネルギーの関係

Fig. 5 Relation between cache energy and L0 cache area.

表 2 提案機構の L0 容量と 1 サイクルアクセス可能な最大周波数

Table 2 L0 capacity in the proposed mechanism and the 1 cy-

cle accessible maximum frequency.

Cache Capacity Max Freq.

L0 High Speed（L0HS） Data 2 kB / Inst. 1 kB 2.0 GHz

L0 Low Speed（L0LS） Data 2 kB / Inst. 1 kB 1.3 GHz

L0MIX Data 4 kB / Inst. 2 kB 0.8 GHz

（L0LS + L0HS） （Effective capacity）

表 3 比較用従来 L0 容量と 1 サイクルアクセス可能な最大周波数

Table 3 L0Base capacity and 1 cycle accessible maximal fre-

quency.

Cache Capacity Max Freq.

L0Base Data 4 kB / Inst. 2 kB 2.0 GHz

前述のとおり，各キャッシュ設定には対応する周波数範

囲が決まっている．先ほど定めた L0キャッシュ容量を基

に，CACTIを用いて，各周波数範囲で 1サイクルアクセ

ス可能なアクセス時間を持つ L0キャッシュのエネルギー

を算出した．その結果は次のようになっている．

• L0HS Inst.：3.39 [pJ/access], 0.30 [ns/access]

• L0HS Data：6.80 [pJ/access], 0.49 [ns/access]

• L0LS Inst.：1.55 [pJ/access], 0.60 [ns/access]

• L0LS Data：3.56 [pJ/access], 0.70 [ns/access]

• L0Base Inst.：4.99 [pJ/access], 0.28 [ns/access]

• L0Base Data：8.39 [pJ/access], 0.32 [ns/access]

評価は，次の 2つの条件で実施する．1つ目は DVFSに

よる周波数の動的制御が発生しない環境での評価である．

この場合，提案機構における各キャッシュ設定のエネル

ギーと周波数の関係を示すことになる．そして，その結

果から，2つ目の評価によって得られる結果の傾向を予測

する．

2つ目は，DVFSによる周波数の動的制御が発生する環

境で行う評価である．こちらでは，処理実行中の利用可能

な余剰時間の変化を CPUの要求性能の変化と見立て，余

剰時間を一定割合で変化させながらベンチマークを実行す

図 6 周波数を固定して実行した場合の周波数ごとの消費エネルギー

Fig. 6 Overall energy under fixed frequency.

る．これによって，CPUの要求性能の変化に応じた消費

エネルギーの傾向を評価する．

5.2 動的制御なしの評価

提案機構において，DVFSによる周波数の動的制御を行

わない場合の評価を示す．この場合，動的制御を行わない

ので，開始から終了までキャッシュ設定は対応する周波数

ごとに一定である．この条件の結果より，5.3節で行う周

波数を動的制御した場合における，CPUの要求性能の変

化に対するキャッシュ消費エネルギーの傾向を予測する．

図 6 に周波数・キャッシュ設定ごとの，8 つのベンチ

マークを実行した平均の結果と，代表的な 2 つのベンチ

マークの結果を示す．グラフでは，周波数範囲ごとに異な
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る 3つのキャッシュ設定で動作する提案機構の消費エネル

ギーと，周波数にかかわらず同じ設定で動作し続ける Base

の消費エネルギーを示している．提案機構における周波数

範囲と L0キャッシュの設定の対応は，表 1 に従っている．

グラフ中では，High Frequency範囲とMiddle Frequency

範囲の結果の一部が点線で示されている．これは，それぞ

れ低消費エネルギーなキャッシュ設定に移行可能な周波数

範囲に差し掛かった際に，設定を切り替えずに動作し続け

るとした場合の消費エネルギーを示している．提案機構の

消費エネルギーの状況を確認すると，移行可能な周波数範

囲に差し掛かった段階で，より低消費エネルギーなキャッ

シュ設定を利用した方が総消費エネルギーが低下している．

このような特性があるので，周波数の動的制御を行う場合，

これらの周波数範囲に差し掛かった段階で，動的にキャッ

シュ設定を切り替えた方が有利になることが分かる．

Baseと提案機構の消費エネルギーを図 6 (a)に示した平

均の結果より比較する．High Frequency範囲では，Base

に対して提案機構の消費エネルギーが大きいことが確認

できる．数値としては，1.7GHzの段階で提案機構の方が

Baseより 5.5%大きい．これは，L0Baseと L0HSの容量差

により，提案機構では Baseと比較して，L1へのアクセス

回数が増加することから生じている．

Middle Frequency範囲では，提案機構の L0LSの容量は

High Frequency範囲の L0HSと同様であるが，1アクセス

あたりの消費エネルギーは約半分となっている．これに

よって，L1へのアクセス回数の面で Baseに劣る点は同様

だが，総消費エネルギーでは提案機構の方が有利となる．

1.0GHz での消費エネルギーを比較すると，Base に対し

て，8.9%の削減が確認できる．

Low Frequency範囲では，L0LSと L0HSを L0MIXと

して同時に使用するため，提案機構の実質的な L0の容量

は L0Baseと同等になる．これにより，L0MIXにおける

ヒット率が L0Baseと同等になり，L1へのアクセスを抑え

られるだけでなく，L0LSでアクセスが完結する頻度が高

いほど，Baseと比較して大幅な消費エネルギー削減が可能

となる．ここで数値としては，23.5%のエネルギーが削減

されている．

以上の結果より，CPUの要求性能の変化に応じて周波

数を動的制御する場合，8つのベンチマークの平均の消費

エネルギーは，次のような傾向になると予測できる．

• CPUの要求性能が高く，全体の処理時間に対して，プ

ロセッサコアを高い周波数で動作させる時間の割合が

大きい場合，L0HSで動作する時間が長くなるため，

提案機構の消費エネルギーは Baseと同等か劣る．

• CPUの要求性能が低下し，全体の処理時間に対して，

プロセッサコアの周波数を下げて動作させる時間の割

合が大きくなるにつれて，L0LSや L0MIXを利用可能

な時間が増加し，提案機構の消費エネルギーが小さく

なっていく．

実際に 5.3節において，CPUの要求性能を変化させな

がら，プロセッサコアの周波数を動的制御する場合の評価

を行うことで，この予測が実際の傾向と一致するかを確か

める．

次に，代表的な 2つのベンチマークの結果を確認する．

図 6 (b)では，最も提案機構が有効に働いているベンチマー

クの例として hmmerの結果をあげた．hmmerにおける消

費エネルギーの推移は，平均の結果と同様の傾向を示して

いる．

図 6 (c)では，提案機構の効果が小さいベンチマークの例

として perlbenchの結果をあげた．perlbenchでは，High

Frequency範囲だけでなく，Middle Frequency範囲でも提

案機構の消費エネルギーが Baseより大きい．これは，提

案機構における L0LSのヒット率と L0Baseとのヒット率

の差によって生じている．

perlbenchにおける命令キャッシュのヒット率は，L0Base

が 91.10%，L0LSが 89.93%，データキャッシュのヒット率

は，L0Baseが 88.18%，L0LSが 78.10%となっている．こ

のうち，データキャッシュのヒット率の差である 10.08%は，

評価に使用した 8つのベンチマーク中で最大となっている．

つまり，本評価では，perlbenchにおいて，Baseと比較し

た提案機構の相対的な L1データキャッシュへのアクセス

回数が最大となっている．L0LSへのアクセス後に L1へア

クセスする頻度が高いため，1度のメモリ参照で両者のア

クセスエネルギーを消費する頻度が高くなる．これは平均

の結果でも同様の傾向が見られたが，perlbenchにおいて

は，この頻度が L0LSによる消費エネルギー削減効果を無

効化してしまうほど高い．その結果，Middle Frequency範

囲でも，提案機構の消費エネルギーが Baseに劣っている．

一方，hmmer と perlbench のどちらにおいても，Low

Frequency範囲における消費エネルギーは提案機構の方が

小さくなっている．このことから，周波数が十分低下した

環境での提案機構の有効性がうかがえる．

次の 5.3節において，周波数を動的制御する場合の評価

でも，この 2 つのベンチマークの消費エネルギーを確認

する．

5.3 動的制御ありの評価

提案機構において，DVFSによる周波数の動的制御を行

う場合の評価を示す．この場合，処理の実行中に発生する

コアの周波数の切替えにともない，キャッシュ設定の動的

切替えが発生する．

この評価では，利用可能な余剰時間の長さ（図 1 におけ

る Idle）を CPUの要求性能の高さと見立て，それを変化

させながらベンチマークを実行していく．たとえば，利用

可能な余剰時間が長くなるほど，CPUの要求性能が低く

なっているものとする．これにより，CPUの要求性能の
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変化に対するキャッシュ消費エネルギーの傾向を得ること

ができる．得られた結果より，5.2節において予測した傾

向と一致するか確認する．

この評価における周波数およびキャッシュ設定の切替え

は，4.1節において記載した方法で行う．また，デッドライ

ンについては，Baseでのベンチマーク実行時間を基準とす

る．Baseでベンチマークを実行した際の 100万命令ごと

の処理の完了時間を，その区間のデッドラインとしてあら

かじめ測定しておく．このデッドラインをどれだけ伸長す

るかによって，利用可能な余剰時間の長さが変化すること

になる．加えて，余剰時間の長さを正規化して表現する．

正規化する基準として，2.0 GHzと 0.2 GHzで Baseにお

いて測定したデッドラインを用いる．周波数 2.0GHzでの

デッドラインに対する余剰時間を，余剰時間 0%と表現し，

周波数 0.2GHzでのデッドラインに対する余剰時間を，余

剰時間 100%と表現する．

図 7 に CPU の要求性能の変化による，利用可能な余

剰時間の変化に応じた評価の結果を示す．こちらも 5.2節

と同様に，8つのベンチマークを実行した平均と，代表的

な 2つのベンチマークの結果を示している．グラフでは，

横軸である利用可能な余剰時間の割合について，最大値を

30%としている．これは，余剰時間 20%前後で提案機構の

消費エネルギー削減が飽和状態に至ったためである．

平均の結果を確認すると，余剰時間 7%前後までは，Base

の消費エネルギーが提案機構より小さい．この範囲では，

提案機構が High Frequency範囲の設定で動作している割

合が大きいため，5.2節で確認したとおり，エネルギーの面

で不利になっている．余剰時間 8%から，CPUの要求性能

が低下し始め，提案機構がMiddle Frequency範囲の設定

で動作する割合が大きくなることにより，消費エネルギー

が Baseより小さくなっていく．さらに，余剰時間 17%か

ら，提案機構が Low Frequency範囲の設定で動作する割合

が大きくなり，さらなる消費エネルギー削減が確認できる．

具体的な数値を確認すると，余剰時間 4%において提案機

構は Baseより 6.8%消費エネルギーが大きいが，12%では

8.9%削減され，最終的に 20%では 23.2%削減されている．

以上より提案機構では，CPUの要求性能が低下し，利

用可能な余剰時間が増えるにつれて，消費エネルギーの小

さいキャッシュ設定で動作する割合が大きくなっていく．

また，それによって消費エネルギーの削減率が向上してい

く傾向が確認できる．この傾向は，5.2節で予測した傾向

と一致している．

5.2節に引き続き，図 7 (b)に hmmerの結果を，図 7 (c)

に perlbench の結果を示した．5.2 節と同様に hmmer の

結果は，平均の結果と同様の傾向を示しており，余剰時

間 7%から提案機構の消費エネルギーが Baseの消費エネ

ルギーより小さくなっている．一方，perlbenchでは，余

剰時間の割合が増えるに応じて，提案機構の消費エネル

図 7 周波数を動的に切り替えた場合の利用可能な余剰時間ごとの

消費エネルギー

Fig. 7 Overall energy under DVFS environment.

ギーが下がっているものの，Middle Frequency範囲での動

作が中心になる余剰時間 8%から 16%においても，依然と

して提案機構の消費エネルギーが Baseより大きい．これ

は，5.2節で確認したとおり，perlbenchにおける L0LSと

L0Baseとのヒット率の差と，それによる L1へのアクセス

頻度の差が影響している．

perlbenchの結果から，Middle Frequency範囲における

提案機構のエネルギー削減効果が，ベンチマークの特性に

依存して小さくなってしまう状況が存在することが確認で

きる．この問題を改善できれば，提案機構のさらなる省電

力化が可能になると考えられる．
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図 8 L2 を含めた動的制御なしの評価

Fig. 8 Evaluation including L2 by fixed frequency.

図 9 L2 を含めた動的制御ありの評価

Fig. 9 Evaluation including L2 by dynamically switching.

5.4 L2のエネルギーを含めた場合の評価

図 8 と図 9 に，5.2節および 5.3節と同様の評価を L2

のエネルギーを加えて行った結果を示す．図 8 および図 9

は，ベンチマーク平均の結果を示している．

図 8 は，5.2節と同様に，キャッシュの動的制御を行わ

ない場合の評価結果である．L2を含めていない図 6 (a)と

比較すると，グラフの傾向は変わっていないことが分かる．

一方，L2の動的エネルギーを含めた関係上，縦軸の最大値

が 25 mJから 30 mJに増加している．最大の削減率を確認

すると，図 6 (a)では，23.5%であったのに対し，図 8 では

18.9%となっている．

図 9 は，5.3節と同様に，キャッシュの動的制御を行う

場合の評価結果である．L2を含めていない図 7 (a)と比較

すると，こちらもグラフの傾向は変わっていないことが分

かる．動的制御を行わない場合と同様に，縦軸の最大値は

25 mJから 30 mJに増加している．最大の削減率を確認す

ると，図 7 (a)では，23.2%であったのに対し，図 9 では

18.7%となっている．

以上より，L2を含めた場合の評価結果は，エネルギーの

削減率に若干の悪化が見られるものの，L2を含めない場

合と同様の傾向を示している．したがって，以降の評価も

L2を含めずに実施する．

図 10 L0，L1 容量を半分にした場合の評価

Fig. 10 Evaluation when L0 and L1 capacity are halved.

図 11 L0，L1 容量を 2 倍にした場合の評価

Fig. 11 Evaluation when L0 and L1 capacity are doubled.

5.5 L0，L1容量を変化させた場合の評価

図 10 と図 11 に，L0と L1の容量を変化させて，動的

制御なしの評価を行った結果を示す．この評価では，5.2節

および 5.3節での評価に用いた L0および L1の容量を変化

させた場合の消費エネルギーと対応可能な周波数範囲の変

化を確認する．図 10 および図 11 は，ベンチマーク平均

の結果を示している．

5.2節および 5.3節の評価で用いた L0と L1の容量と面

積は以下のとおりである．

• L0HS Inst.：1 [kB], 0.029 [mm2]

• L0HS Data：2 [kB], 0.301 [mm2]

• L0LS Inst.：1 [kB], 0.027 [mm2]

• L0LS Data：2 [kB], 0.166 [mm2]

• L0Base Inst.：2 [kB], 0.019 [mm2]

• L0Base Data：4 [kB], 0.097 [mm2]

• L1 Inst.：64 [kB], 1.158 [mm2]

• L1 Data：64 [kB], 1.720 [mm2]

図 10 は，上記の L0と L1の容量をすべて半分にした場

合の結果である．このとき，各キャッシュ容量と面積は次

のとおりである．

• L0HS Inst.：0.5 [kB], 0.015 [mm2]

• L0HS Data：1 [kB], 0.152 [mm2]

• L0LS Inst.：0.5 [kB], 0.015 [mm2]
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• L0LS Data：1 [kB], 0.152 [mm2]

• L0Base Inst.：1 [kB], 0.010 [mm2]

• L0Base Data：2 [kB], 0.086 [mm2]

• L1 Inst.：32 [kB], 0.775 [mm2]

• L1 Data：32 [kB], 2.324 [mm2]

5.2節で行った評価の結果である図 6 (a)と比較すると，

各 L0が 1サイクルでアクセスを完了できる最大周波数が

大きくなっている一方で，Middle Frequencyでの消費エ

ネルギーが Baseより大きくなっている．これは，L0の容

量が半分になっているためにアクセスに要する時間が短く

なった一方で，L0のヒット率低下によって，L1へのアク

セス回数が増加したことが原因と考えられる．

図 11 は，上記の L0と L1の容量をすべて 2倍にした場

合の結果である．このとき，各キャッシュ容量と面積は次

のとおりである．

• L0HS Inst.：2 [kB], 0.035 [mm2]

• L0HS Data：4 [kB], 0.330 [mm2]

• L0LS Inst.：2 [kB], 0.029 [mm2]

• L0LS Data：4 [kB], 0.197 [mm2]

• L0Base Inst.：4 [kB], 0.019 [mm2]

• L0Base Data：8 [kB], 0.122 [mm2]

• L1 Inst.：128 [kB], 2.074 [mm2]

• L1 Data：128 [kB], 8.403 [mm2]

先ほどと同様に，図 6 (a)と比較すると，各 L0が 1サイ

クルでアクセスを完了できる最大周波数が小さくなってい

る．加えて，Middle Frequencyと Baseの消費エネルギー

の差が小さくなっており，提案機構の消費エネルギー削減

率が悪化している．

上記の結果から，提案機構が有効に働く容量は，5.2節

と 5.3節で使用した容量であったことが分かる．提案機構

を効果的に運用するには，5.1節の図 5 で行った事前評価

のように，使用する環境に合わせて最適な容量を設定する

必要がある．

次に，5.2節および 5.3節の評価で使用したキャッシュ

の面積から，提案機構のハードウェアオーバヘッドを検討

する．上述した，5.2節および 5.3節で使用した各キャッ

シュの面積を確認すると，提案機構は，L0LS，L0HS，L1

の合計で 3.401 mm2 に対し，従来機構の面積は，L0Base

と L1の合計で 2.994 mm2 となっている．したがって，提

案機構の導入により，面積が 13.6%増加することになる．

5.6 SPECfp2006による評価

5.2 節および 5.3 節と同様の評価を SPECfp2006 ベ

ンチマークを使用して行った結果を示す．評価で

は，SPECfp2006 より 5 種類のベンチマークを使用し

た：dealII，milc，namd，soplex，sphinx3．

図 12 は，5.2節の評価と同様にキャッシュの動的制御を

行わない場合の結果である．グラフは，5つのベンチマー

図 12 動的制御なしの評価（SPECfp2006）

Fig. 12 Evaluation by fixed frequency (SPECfp2006).

ク平均のほかに，提案機構が有効に働いているベンチマー

クと，有効に働いていないベンチマークの結果を示して

いる．

図 12 (a)は，平均の結果である．High Frequencyでは，

提案機構は Base とほぼ同等の消費エネルギーとなって

いる．Middle Frequency以降では，提案機構の消費エネ

ルギーが Base より削減されている．数値を確認すると，

Middle Frequencyの 1.0GHzで 16.9%，Low Frequencyの

範囲で 27.2%の削減率となっている．

図 12 (b)は，soplexの結果である．これは，提案機構が

有効に働いている例としてあげた．消費エネルギーの削減

率は，1.0 GHzで 21.0%，Low Frequencyの範囲で 36.8%と

なっている．
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図 13 動的制御ありの評価（SPECfp2006）

Fig. 13 Evaluation by dynamically switching (SPECfp2006).

図 12 (c)は，dealIIの結果である．これは，提案機構が有

効に働いていない例としてあげた．提案機構と Baseの消

費エネルギーを比較すると，つねに提案機構の方が小さく

なっているが，Low Frequencyの消費エネルギーがMiddle

Frequnecyの消費エネルギーより大きくなっているなど，

提案機構の想定と異なっている．

dealIIでは，Base，High Frequency，Middle Frequency，

Low Frequencyのすべてで，最上位キャッシュとなる L0の

ヒット率が，命令キャッシュは 100%，データキャッシュは

87.5%となっている．加えて，Low Frequencyでは，L0LS

のミス後にアクセスされる L0HSのヒット率が，0%となっ

ている．

これらのことから，dealIIでは，L0HSや L0LSより大

きな容量の L0（L0Base，L0MIX）を使用していても，L1

キャッシュへのアクセス回数が低下しないことが分かる．

結果的に，提案機構の L0LSおよび L0HSの容量で十分で

あるため，L0Baseや L0MIXの容量が余剰になっており，

容量に合わせて増加した動的エネルギーが無駄に消費され

る状態となっている．

図 13 は，5.3節の評価と同様にキャッシュの動的制御

を行う場合の結果である．図 12 と同様に，ベンチマーク

平均，soplex，dealIIの結果を記載している．

図 13 (a)は，平均の結果である．5.3節での評価結果と

同様に，CPUの要求性能が低下し，利用可能な余剰時間の

割合が増えるにつれて，提案機構が消費エネルギーの小さ

い設定で動作する割合が増え，消費エネルギーが低下して

いく様子が確認できる．

具体的な数値を確認すると，余剰時間 4%において提案機

構は Baseより 0.5%消費エネルギーが大きいが，12%では

16.7%削減され，最終的に 20%では 26.9%削減されている．

図 13 (b)は，soplexの結果である．soplexは，平均と同

様の傾向を示しており，余剰時間 7%から大幅な消費エネ

ルギー削減が確認できる．

図 13 (c)は，dealIIの結果である．動的制御なしの場合と

同様に，つねに提案機構の消費エネルギーがBaseより小さ

くなっている．余剰時間 6%から 16%にかけては，Middle

Frequency範囲の設定での動作が中心になっていると考え

られる．一方，余剰時間 17%以降は，Low Frequency範囲

の設定での動作が中心になっていると考えられる．両者の

消費エネルギーを比較すると，後者の方が大きくなってい

る．これは，図 12 (c)で確認した内容と一致している．

以上のことから，SPECfp2006では，SPECint2006と同

様に，提案機構が有効に働くベンチマークと，有効に働か

ないベンチマークが存在することが分かる．

6. 提案機構が有効に働く構成の検討

5章全体の評価結果から，提案機構が有効に働くキャッ

シュ構成について検討する．

5.1節の図 5 で行った事前評価のように，本論文では，

ベンチマーク平均でエネルギーと面積の効率が最適となる

ように L0Baseと L0MIXの容量を選択していた．ここで，

エネルギーと面積の効率が最適になるためには，処理の内

容に対して，L0Baseおよび L0MIXが必要最低限の容量

であることが要求される．必要最低限の容量とは，処理中

のある期間内で高頻度に参照されるデータ・命令（以下，

“ワーキングセット”と表記）を格納できる容量を指す．

ワーキングセットより L0MIX の容量が大きすぎる場

合，キャッシュの容量の一部がほとんど使われない一方で，

消費エネルギーが大きくなる．また，L0HSや L0LSから

L0MIXへ切り替わった際の，容量増加の恩恵も受けられ

なくなる．5.6節における dealIIの評価結果において，提
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案機構が有効に働いていなかったのは，このためと考えら

れる．

ワーキングセットより L0MIXの容量が小さすぎる場合，

キャッシュのヒット率が低下し，L1以降のキャッシュへ

のアクセス回数が増加するため，キャッシュ全体としては

消費エネルギーが大きくなる．この理由により提案機構が

有効に働いていなかった例として，5.2節および 5.3節に

おける perlbenchの評価結果があげられる．

以上より，提案機構が有効に働くキャッシュ構成を実現

するためには，ワーキングセットに対して必要最低限の容

量に L0MIXを調整する必要があることが分かる．

7. まとめ

本研究では，バッテリによって動作する IoTデバイスの

動作時間を延ばすために，CPUに搭載されるキャッシュ

メモリの消費エネルギー削減に着目した．提案機構では，

CPUの省電力化に用いられる既存手法である DVFSによ

る周波数・電圧制御を利用し，CPUの要求性能の変化に

合わせて，L0キャッシュを切り替えた．具体的には，プロ

セッサコアの周波数低下によって動作速度が低下した場合

に，動作速度が遅いが消費エネルギーが小さい L0キャッ

シュを使用するように設定を変更した．これにより，L0

キャッシュのアクセスにともなう消費エネルギーの削減

を実現した．数値としては，SPECint2006で最大 23.5%，

SPECfp2006で最大 27.2%の消費エネルギー削減を確認し

ている．
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